
[中小企業の声]

▶国内の設備投資を促進するためには、新設工場のみでなく、工場改修に対する助成

制度が必要 （湯沢・織物製造業）

▶企業の国内投資が低調。工場の新設・改修案件が減少 （加古川・建設業）

▶取引先が生産拠点を海外に移転したことに伴い、国内での投資が減少。また、円高

の影響により、海外メーカーの低価格な機械設備を国内で導入する企業が多く、自

社の加工機械の売上が落ち込んでいる （東京・機械製造業）

▶自動車部品の受注増に対応するため、工作機械を増強 (諏訪・自動車部品製造業)
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[中小企業の声]

▶震災に伴う流出家屋等の撤去・処理作業、復旧工事により人手が不足に。当面、

定年退職したＯＢ社員の力を借りて乗り切る (大船渡・土木工事業)

▶受注増により人手が足りず、短期アルバイトを募集 (土佐清水・水産品製造業) 

▶ＩＴインフラ、システム更改の受注が増加しているものの、自社が求めるスキル

を持った技術者が不足 （東京・ソフトウェア）

▶１０月の全産業合計の業況ＤＩは、▲３４．３（前月比＋５．３ポイント）と、
今年７月以来の前月比＋５ポイント以上の改善。復興需要が牽引役となり、震災
からの回復基調が続いている

▶先行きについては、先行き見通しＤＩが▲３０．８と、今月から＋３．５ポイン
ト改善する見通し。第三次補正予算の執行に伴う復興需要の本格化や、冬物商品
の売上増への期待が出ている。しかし、超円高を背景とした、取引先による生
産・販売拠点の海外移転や部材の海外調達の加速に加え、タイの洪水被害拡大に
伴う生産への影響など、製造業を中心に先行きを懸念する声も多い
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業況ＤＩは、マイナス幅が大幅縮小。震災からの回復基調が続く
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今年度下期の経営計画

▶今年度下期に設備投資を行う企業（全産業）は、２０．０％、製造業においても２６．
４％にとどまるなど、総じて慎重な姿勢

▶設備投資の内容は、国内での「既存設備の改修・定期更新」が５５．５％と最も多く、
「新規設備投資」は３８．５％ 。なお、海外での設備投資は、製造業では１２．１％

▶今年度下期に人員を「増やす」企業（全産業）は、１８．７％。「増やしたいが出来な
い」が、 ２２．５％。なお、「現状維持または削減」は、 ５８．８％

▶製造業では、人員を「増やす」が顕著。一方、他の４業種は、先行き不安やコスト増懸念
等を背景に、「増やしたいが出来ない」が「増やす」を上回る
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＜人員の採用について＞

①

②

③

◆雇用（採用）◆設備投資

【業種別】
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※「人員」はいずれも正規・非正規の両方を含む


